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研究成果の概要（和文）：１）1960 年代の米国における社会運動に関する１次史料の系統的な

収集がほぼ予定通り実現した。また、収集した史料の解題付き目録を作成し、史料自体も近く

公開されるので、日本においても 1960 年代米国の社会運動に関する実証研究が大いに進展する

ことが期待される。２）米国の社会運動グループ毎の比較を通じて諸グループ間の思想的・組

織的連関の解明が進んだ。３）西欧や日本の 1960 年代社会運動研究と米国のそれとの国際的な

比較研究によって、ニューレフトなど重要な概念における相違と相関が明らかになった。 

 
研究成果の概要（英文）：１）The collecting the primary sources of the American social 
movements in the 1960s was almost fulfilled as planned. As the collection will be open 
for the public in the near future and we published the catalog of the collection, they 
will contribute greatly to advance positive studies on the American social movements in 
the 1960s in Japan. 2) By having compared with various types of the American social 
movements in the 1960s, we could find interesting characteristics in their ideological 
and organizational structures. 3) By the international comparison of social movements 
between the USA, Japan, and Western Europe, we could make clear the important differences 
among them in terms of such a key category as the New Left. 
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１．研究開始当初の背景 

1960 年代の米国における社会運動とその結
果としての文化変容の評価については評者
の思想的、政治的立場によって極めて論争的
な性格をもっていた。革新的研究者は法的な
人種平等の実現や多文化主義的思想の台頭
など、1960 年代に実現した諸改革を高く評価

するのに対して、保守的研究者は、家族や性
に関する伝統的価値観の崩壊や暴力の横行
といった点を重視し、「混乱の時代」と断罪
する傾向が強かった。しかし、1990 年代に入
り、当時の社会運動参加者が高齢化し、続々
と証言的な著作を刊行したり、当時の公文書
等が公開されることによってようやく冷静
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な実証研究が可能になる状況が生まれてい
た。 
 

２．研究の目的 

本研究においては米国における様々な社会
運動とその影響下で進展した文化変容に関
する実証研究の基礎的条件の整備をめざす。
具体的には、様々な社会運動に関する研究史
を整理した上で、１次史料の所在を確認し、
詳細な目録を作成するとともに、重要なもの
から複写による収集を進める。また、当事者
が高齢化してきているため、この機会に聞き
取り調査を進める。その際、1960 年代の様々
な社会運動が相互に関連性が深いにも拘わ
らず、研究レベルでは別個に研究されている
傾向が強い点を重視して、本研究では諸社会
運動間の相互関連に注目して研究を進める。
また、1960 年代の社会運動は国際的にも影響
を受け合っていた点も重視し、日・西欧の社
会運動との国際連関にも注目する。つまり、
本研究は 1960 年代の米国で進行した文化変
容を社会運動の「国内越境」と「国際越境」
という二重の「越境性」に注目して、実証研
究の基盤整備をめざすものである。 
 
３．研究の方法 

第一に、従来の研究は圧倒的に個別運動史の
研究であったが、文化変容との関係に注目す
る本研究では社会運動と社会一般や文化一
般の変化との関連づけをめざす「社会文化
史」的方法を開拓する必要があった。第二に、
極めて論争的性格をもつテーマであるだけ
に、地道に１次史料を発掘、収集し、それら
を批判的に解読する歴史学的方法を駆使す
る必要がある。第三には、社会運動と文化変
容の関係に注目する既存の文化社会学の諸
理論を応用・進化させる必要もあった。 
 
４．研究成果 
研究成果の第一は、「ニューレフト」概念の
米国史的文脈の解明にある。それは、1950 年
代の米国ではマッカーシズムと呼ばれる「赤
狩り」旋風が吹き荒れた結果、左翼運動が逼
塞状態になっていた中で、1960 年代初めの緊
張緩和などに促されて学生運動が「多様な左
翼」一般の復活として登場した点に由来する。
その結果、日本の「新左翼」＝共産党とは異
なるマルクス・レーニン主義的左翼という文
脈とは異なり、米国の場合は、リベラル左派
も含めた「多様な左翼」の復活という性格を
持っていた点の解明であった。第二には、米
国の黒人運動が当初は、リンチなど暴力的な
性格が濃厚であった南部の人種隔離制に対
する抵抗運動として始まったため、キリスト
教の影響も強く受け、「非暴力直接行動」と
して展開した文脈の重視にあった。この「非
暴力」的性格は白人学生を中心とした初期の

「民主社会をめざす学生組織（SDS）」にも共
通した特徴であり、この点は「暴力革命」の
可能性を排除せず、1960 年代末には各党派間
の「内ゲバ」で消耗していった日本の学生運
動との大きな違いであった。 
 第三に、社会運動と文化変容の関係である
が、米国の場合は、1964 年に公民権法が成立
し、法の下の人種平等が実現しても、北部大
都市の貧困状況が継続する中で、「ブラッ
ク・パワー」など急進的運動が発生した。こ
の運動の急進化の背景にはベトナム戦争の
影響もあったが、この急進化は結局、警察と
の衝突の激化を生み、政治運動としては敗北
する結果を生んだ。この点は日本の学生運動
と共通した特徴であったが、米国の場合は、
同時に、大学におけるマイノリティ研究や女
性学などの新しい学科創設要求などの個別
的改良とも結合していたため、大学のカリキ
ュラム改革や多文化主義的風潮の定着とい
う一種の文化変革に結合していった。 
第四に、ベトナム反戦運動の高揚は、米国

の場合、戦争という暴力に反対し、人間の共
生＝「コミューン」的な生き方を求める「カ
ウンターカルチャー」運動の発生も生みだし
た。この面でも米国の社会運動は明示的に文
化変革運動にもなっていったのであるが、こ
の面は日本の学生運動が極めて政治運動的
性格を持ち続け、1970 年の日米安保条約の自
動延長とともに終息していったのと大きな
違いとなっていた。 
以上のような日米の違いが発生する背景

には、米国の場合、マルクス・レーニン主義
などの影響が弱く、むしろ日々の改良を重視
するプラグマティズムの影響が左翼運動に
も強く及んでいる面を痛感させる。つまり、
1960 年代の社会運動の日米比較の研究は、つ
まるところ日米の文化差という興味深い論
点に行き着くのである。また、西欧との比較
の場合は、実存主義的マルクス主義の影響を
強く受けた西欧の特徴が浮かび上がるが、そ
れは日本との類似性を意識させるものであ
るが、同時に西欧の場合は、学生運動の終息
後も、学生運動参加者の中から「緑の党」や
社民党指導者が登場し、その後の政治状況の
変革に結びついていった点で日本との違い
が発見できた。 
以上のように、集団間と国際との「二重の

越境」を駆使した共同研究を通じて、本研究
では、表面的には「ニューレフト」という名
で一括する傾向が強い、1960 年代の社会運動
の背景には大きな文化的差異が存在した点
の解明が重要な貢献となった。このような成
果は最終年である 2010 年 12月に行った国際
シンポジウムを通じて明確になった論点で
あり、それは最終的には来春に予定している
論文集の刊行によって一層明確になると考
えている。 
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